
林地開発許可制度の実効性の強化（令和７年森林法改正）

 林地開発許可制度の実効性の強化のため、令和７年５月に森林法を改正（令和８年４月１日施
行）し、許可条件違反に対する罰則や命令違反者の公表に係る仕組みを措置。 
 法改正を踏まえ、制度の運用に係る内容を、技術的助言として都道府県宛てに通知。

■ 許可条件違反により、災害が発生した事例 ■ 違反状態にある土地がそれを知らない者に売却され、
違反状態の解消が困難となるところであった事例

Ｂ県で工場等用地の開発が無許可で行われ、県は
違反者に中止等を求め、開発は中止。その後、土地売
却の話が出たため、県は違反者の了解を得た上で購入
検討者に違反の事実を伝えた結果、購入検討者は違
反状態のままの購入を断念。
県が違反状態の事実を伝えなければそのまま購入した

可能性。

都道府県知事が、開発行為の中止・復旧命令に
従わない者を公表可能とする仕組みを新設

許可条件違反に対する罰則を新設
（３年以下の拘禁刑又は300万円以下の罰金）

改正に至った事例

Ａ県における太陽光発電設備の設置において、許可
条件に防災施設の先行設置を付していたが、防災施設
と同時に伐採とパネル設置を進めたため、土砂が流出し
周辺道路・水田に被害。

改正に至った事例
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